
第１　平成２９年度公益財団法人川口市勤労福祉サービスセンター

１ まえがき

　この報告書は、平成２９年度（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）の事業実績で

ある。

２ 事業の概況

　当サービスセンターは、社会経済情勢の変化に対応した事業を通じ、中小企業の勤労者及び

事業主等の健康で潤いある生活の実現を目的として業務を遂行している。

　そのため、福利厚生支援事業においては、多くの会員の事業参加を図るため、事業内容及び

利用会員の利便性の向上等の改善を行なうことで、利用件数を伸ばす等の実績をあげることが

できた。

　また、退職金共済事業については、団塊世代の大量退職時期も一応の収束が見られる中、制

度の健全運営に努めた。

３ 会議の開催状況

　サービスセンターの事業を適切かつ円滑に推進するため、次のとおり会議を開催した。

第１回　理事会 （1）平成２８年度事業報告について

平成２９年 （2）平成２８年度決算報告について

６月５日(月) （3）役員等の異動にかかる補欠候補者の評議員会あて推薦について

（4）平成８年度テーブル改正時の凍結額に乗じる利率について

（5）評議員会の招集について

第１回　評議員会 （1）補欠候補者の選任について

平成２９年 　○報告事項

６月２３日(金) ・平成２８年度事業報告について

・平成２８年度決算報告について

第２回　理事会 （1）職員給与規程の一部改正について

平成２９年

６月３０日(金)

第３回　理事会 　○報告事項

平成２９年 ・平成２９年度上半期報告について

１１月２７日(月) （1）パートタイマー職員就業規則の一部改正について

（2）予算確定前の次年度チケットの購入について

（3）評議員会の招集について

第２回　評議員会 　○報告事項

平成２９年 ・平成２９年度上半期報告について

１２月４日(月) （1）予算確定前の次年度チケットの購入について

事　業　報　告　書

開催年月日 会　　議　　内　　容



第４回　理事会 （1）職員給与規程の一部改正について

平成３０年

２月１日(木)

第５回　理事会 　○報告事項

平成３０年 ・平成２９年度決算見込みについて

３月１３日(火) （1）平成３０年度事業計画について

（2）平成３０年度収支予算及び資金調達及び設備投資の見込みについて

（3）会計監査人の報酬額について

（4）評議員会の招集について

第３回　評議員会 　○報告事項

平成３０年 ・平成２９年度決算見込みについて

３月２０日(火) （1）平成３０年度事業計画について

（2）平成３０年度収支予算及び資金調達及び設備投資の見込みについて

開催年月日 会　　議　　内　　容



４ 会員異動状況

（1）会員数の推移および加入・退会の状況

24

25

26

（2）業種別加入状況

区分 事業所数 会員数 中小企業従業員退職金共済加入者 退職金共済

加入人数 口数 平均口数 非加入者

前
々
年
度

年度当初 1,322所 10,528人 8,980人 52,170口 5.81口/人 1,548人

加入 21所 1,011人 892人 3,545口 3.97口/人 119人

 -   

退会 61所 992人 872人 4,524口 5.19口/人 120人

口数変更  -    -    -   1,343口  -   

△ 1人

年度末 1,282所 10,547人 9,000人 52,534口 5.84口/人 1,547人

増減 △ 40所 19人 20人 364口  -   

4.57口/人 130人

口数変更  -    -    -   984口  -    -   

加入 26所 997人 867人 3,965口

4,453口 5.16口/人 111人

増減 △ 16所 23人 4人 496口  -   19人

退会 42所 974人 863人

 -    -    -   1,016口  -    -   

1,566人

当
年
度

加入 29所 1,034人 864人 3,290口 3.81口/人 170人

口数変更

年度末 1,266所 10,570人 9,004人 53,030口 5.89口/人

前
年
度

79人

増減 △ 35所 45人 △ 46人 △ 488口  -   91人

退会 64所 989人 910人 4,794口 5.27口/人

1,657人

区分 事業所数 事業所構成比 会員数 会員構成比

年度末 1,231所 10,615人 8,958人 52,542口 5.87口/人

工　　　業 565所 45.90％ 5,391人 50.79％

商　　　業 139所 11.29％ 988人 9.31％

建設・運輸 253所 20.55％ 2,054人 19.35％

サービス・その他 274所 22.26％ 2,182人 20.55％

合　　　計 1,231所 100.00％ 10,615人 100.00％



５ 事業実施状況

（1）余暇活動に対する支援 利用人数 61,201人 費用合計 106,208,487円

ア 宿泊旅行補助事業 利用人数 1,045人 費用合計 3,135,000円

会員が宿泊旅行をしたときに年内１回、1泊を限度に補助金を支給した。

イ 保養施設利用補助事業 利用人数 656人 費用合計 1,861,000円

会員とその同居する２親等以内の家族が事業設定期間に、提携旅行会社にてホテル等宿泊の
申込みをしたときに利用補助を行った。

　区 分 等　 利用人数 費用合計 事業設定期間
夏期保養施設利用きぬ川ホテル三日月 他104施設 477人 1,343,000円  7/15～8/31
冬期保養施設利用富浦ロイヤルホテル 他46施設 179人 518,000円 12/23～1/31

ウ 日帰り旅行利用補助事業 利用人数 374人 費用合計 1,122,000円

会員とその同居する２親等以内の家族が事業設定期間に、提携旅行会社にて日帰り旅行の申
込みをしたときに利用補助を行った。

　区 分 等　 利用人数 費用合計
遊覧船クルーズ シンフォニーランチバイキング 他 39ｺｰｽ 90人 270,000円
東京都内観光 スカイツリー＆浅草観音 他 15ｺｰｽ 44人 132,000円
近郊名所旧跡めぐり ぐるっと秩父 三社参り 他 32ｺｰｽ 70人 210,000円
味覚・花見・紅葉 富士サファリとみかん狩り 他 73ｺｰｽ 136人 408,000円
見学・体験ツアー ＳＬ大樹と世界遺産日光 他 17ｺｰｽ 34人 102,000円

エ チケット等のあっ旋事業 利用人数 52,325人 費用合計 91,724,105円

会員とその同居する２親等以内の家族に対し下記のチケットに補助を行い、あっ旋した。

　区 分 等　 利用人数 費用合計

遊園地施設利用 東武動物公園 他 3施設 9,851人 12,109,700円

健康施設利用 グリーンゴルフ 他 3施設 1,376人 8,838,400円

食事券 帝国ホテルランチ券 他 5施設 19,080人 20,841,384円

スポーツ観戦 プロ野球観戦 他 1施設 1,896人 10,360,000円

映画鑑賞券 シネマチケット 10,215人 13,279,500円
コンサート、観劇券 森山良子コンサート 他101券種 1,583人 12,282,571円

子供向け観劇等 アナと雪の女王 他6券種 343人 1,299,140円
博物館、美術館利用 ルノワール展 他21券種 1,616人 2,121,610円
レジャー施設等利用 東京湾納涼船 他17券種 6,365人 10,591,800円

オ 協定施設等利用補助事業 利用人数 6,801人 費用合計 7,804,870円

会員とその同居する２親等以内の家族が下記の協定施設を利用したときに利用補助を行った。

　区 分 等　 利用人数 費用合計

レジャー施設等 鴨川シーワールド 他17施設 6,801人 7,804,870円

カ 協定施設割引利用事業 費用合計 561,512円

会員とその同居する２親等以内の家族が割引利用できる協定を施設と結び提供した。

　事 業 内 訳

　事 業 内 訳

　事 業 内 訳

　事 業 内 訳



（2）健康増進に対する支援 利用人数 10,914人 費用合計 4,205,088円

ア 人間ドック補助事業 利用人数 344人 費用合計 1,720,000円

35歳以上の会員が人間ドックを受診したときに年内１回を限度に補助金を支給した。

イ 健康管理知識普及事業 配布人数 10,570人 費用合計 2,485,088円

人間ドックの受検促進や健康管理を目的に健康冊子等を配布した。

（3）生活に対する支援 利用人数 219人 費用合計 4,070,358円

ア 永年勤続祝事業 利用人数 同上 費用合計 3,044,260円

加入期間が20年目の会員を対象に記念品を贈呈した。

イ ゆとりぶ・ふれ愛・振興サービス事業 費用合計 821,008円

会員が市内の小売店、飲食店等を利用する際に、会員証を提示することで店側のサービス特
典を受けられる事業の利用促進と協力店拡大を図った。

ウ 広告掲載事業 費用合計 119,825円

会報紙発行に際し、企業に広告掲載を募り、生活支援の情報提供を行った。

エ チラシ封入事業 費用合計 85,265円

会報紙発送に際し、企業にチラシの同封を募り、生活支援の情報提供を行った。

オ 融資事業(融資事業預託積立預金)

生活に対する支援として、会員に対し提携金融機関を通じた融資のあっ旋を実施しており、
金融機関に対しては期首融資残高に応じた預託(定期預金)を行っている。

・住宅建設資金 融資該当者 1人 預託金 406,000円

〈限度額:1,000万円、期間:25年以内、預託額:融資残高の3分の1〉

・土地購入資金 融資該当者 0人 預託金 0円

〈限度額:1,000万円、期間:25年以内、預託額:融資残高の3分の1〉

・福祉資金 融資該当者 0人 預託金 0円

〈限度額:  100万円、期間: 5年以内、預託額:融資残高の2分の1〉

融資該当者 1人 預託金 406,000円

※平成28年3月31日現在の融資残高は1件1,793,154円（次回預託は、597,000円の予定）

（4）特定退職金共済事業 支給人数 767人 費用合計 810,230,010円

会員の将来に向けての生活安定を図るべく退職金共済事業を運営し、次の給付を行った。

ア 退職一時金 支給人数 744人 費用合計 798,981,393円

イ 解約手当金 支給人数 23人 費用合計 11,248,617円

預託対象および預託額合計



（5）自己啓発に対する支援 支給人数 19人 費用合計 146,166円

ア 自己啓発セミナー事業 利用人数 19人 費用合計 104,166円

自己啓発を助長するためのセミナーを開催し、参加を募った。

イ 勤労者育成事業負担金 費用合計 42,000円

川口市が行った新社会人育成事業(パワーアップセミナー)を共催した。

（6）中小企業勤労者等に対する情報の提供 費用合計 14,259,748円

ア 情報提供事業 費用合計 3,492,069円

中小企業勤労者等に対し、会報紙をはじめとする各種情報の提供を行った。

イ 加入促進事業 費用合計 8,962,079円

未加入事業所及び中小企業勤労者等への加入促進を行いスケールメリットの増強を図った。

ウ ＰＲ活動事業 費用合計 1,676,000円

外部媒体を介し、弊社及び事業について広くＰＲ活動を行った。

エ インターネット等広報活動事業 費用合計 129,600円

弊社ホームページを介し、事業をはじめとする各種情報の提供を行った。

（7）給付事業 支給人数 457人 費用合計 5,370,000円

会員またはその遺族に対し、次の給付を行った。

ア 弔慰見舞金 支給人数 20人 費用合計 1,000,000円

イ 傷病見舞金 支給人数 44人 費用合計 440,000円

ウ 家族弔慰見舞金 支給人数 154人 費用合計 1,540,000円

エ 結婚祝金 支給人数 87人 費用合計 870,000円

オ 出産祝金 支給人数 152人 費用合計 1,520,000円

　　平成２９年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条
　第３項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」がないため、附属明細書は作成しない。

平成３０年６月

公益財団法人川口市勤労福祉サービスセンター


